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法人市民税確定申告書（第

１．この申告書は、仮決算に基づく中間申告、確定した決算に基づく確定申告及びこれらに係る修正申告をする場合に使用するもので

す。

２．この申告書は、事務所又は事業所（以下「事務所等」といいます。）所在地の市町村長に

３

する法人番号をいいます。）を記載してください。

４．金額の単位区分（けた）のある欄の記載に際しては、単位区分に従って正確に金額を記載してください。また、記載すべき金額が赤

字額となるときは、その金額の直前の単位（けた）に△印を付してください。

５．

みを有する場合にあっては、主たる支店等の所在地も併記してください。

６．「期末現在の資本金等の額」の欄は、地方税法第

24

７．「市町村民税の
（

（
（
なお、

８．通算法人及び通算法人であった法人にあっては、
係る法人税額④」の欄までは記載しないこととし、「課税標準となる法人税額及びその法人税割額⑤」の「課税標準」の欄に第
別表

９．連結法人であった法人にあっては、「法人税法の規定によって計算した法人税額①」の欄から「退職年金等積立金に係る法人税額
④」の欄までは記載しないこととし、「課税標準となる法人税額及びその法人税割額⑤」の「課税標準」の欄に第
「課税標準となる法人税額⑦」の欄の金額を記載してください。

１０．「法人税法の規定によって計算した法人税額①」の欄の下段には、法人税の申告書（別表

の上段に使途秘匿金の支出の額の

地譲渡利益金額に対する法人税額、法人税の申告書（別表１）の「税額控除超過額相当額等の加算額」の欄の金額及び使途秘匿金の

支出に対する法人税額（使途秘匿金の支出の額の

１１．「
町村に事務所等を有する法人が記載し、一の市町村にのみ事務所等を有する法人は記載する必要はありません。

㉓」の欄の数値で除して得た額（この数値に小数点以下の数値があるときは、小数点以下の数値のうち「当該法人の全従業者数
欄の数値のけた数に
値を乗じて得た額を記載してください。

１２．「既に納付の確定した当期分の法人税割額⑬」の欄は、当期分の法人税割額として既に納付の確定した法人税割額（確定申告に

あっては中間（予定）申告書に係る税額、修正申告にあっては修正申告前の申告又は更正・決定に係る税額）を記載してください。

１３．「既に納付の確定した当期分の均等割額⑱」の欄は、当期分の均等割額として既に納付の確定した均等割額（確定申告にあっては
中間（予定）申告書に係る税額、修正申告にあっては修正申告前の申告又は更正・決定に係る税額）を記載してください。

１４．「⑳のうち見込納付額㉑」の欄は、法人税法第
法人税の確定申告書の提出期限が延長されている法人が市町村民税につき申告書の提出前に納付した金額を記載してください。

１５．「当該市町村分の均等割の税率適用区分に用いる従業者数㉕」の欄は、その算定期間の末日現在における事務所等又は寮等の
従業者の数を記載してください。この場合において、その算定期間の中途において新設又は廃止された事務所等にあっても、その算定
期間の末日現在における従業者の数を記載してください。

≪

が



法人市民税確定申告書（第20号様式）記載要領

１．この申告書は、仮決算に基づく中間申告、確定した決算に基づく確定申告及びこれらに係る修正申告をする場合に使用するもので

す。

２．この申告書は、事務所又は事業所（以下「事務所等」といいます。）所在地の市町村長に1通提出してください。

３．「法人番号」の欄には、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第15項に規定

する法人番号をいいます。）を記載してください。

４．金額の単位区分（けた）のある欄の記載に際しては、単位区分に従って正確に金額を記載してください。また、記載すべき金額が赤

字額となるときは、その金額の直前の単位（けた）に△印を付してください。

５．「所在地」の欄は、本店の所在地を記載してください。なお、2以上の市町村に事務所等を有する法人が、当該市町村内に支店等の

みを有する場合にあっては、主たる支店等の所在地も併記してください。

６．「期末現在の資本金等の額」の欄は、地方税法第292条第1項第4号の２イ若しくはハ（政令第45条の4において準用する政令第6条の

24第1号に定める金額に限ります。）に定める額を記載してください。

７．「市町村民税の 申告書」の空欄は次のように記載してください。
（1）法人税の中間申告書に係る申告の場合は、「中間」

（2）法人税の確定申告書に係る申告の場合は、「確定」
（3）（1）又は（2）に係る修正申告の場合は、「修正中間」又は「修正確定」
なお、修正申告の場合は、「この申告の基礎」の欄も記載してください。

８．通算法人及び通算法人であった法人にあっては、「法人税法の規定によって計算した法人税額①」の欄から「退職年金等積立金に
係る法人税額④」の欄までは記載しないこととし、「課税標準となる法人税額及びその法人税割額⑤」の「課税標準」の欄に第20号様式
別表1の「課税標準となる法人税額⑭」の欄の金額を記載すること。

９．連結法人であった法人にあっては、「法人税法の規定によって計算した法人税額①」の欄から「退職年金等積立金に係る法人税額
④」の欄までは記載しないこととし、「課税標準となる法人税額及びその法人税割額⑤」の「課税標準」の欄に第20号様式別表1の3の
「課税標準となる法人税額⑦」の欄の金額を記載してください。

１０．「法人税法の規定によって計算した法人税額①」の欄の下段には、法人税の申告書（別表1）の「法人税額計」の欄の金額（この欄

の上段に使途秘匿金の支出の額の40％相当額が記載されている場合には、当該額を加算した金額）を記載し、上段のカッコ内には、土

地譲渡利益金額に対する法人税額、法人税の申告書（別表１）の「税額控除超過額相当額等の加算額」の欄の金額及び使途秘匿金の

支出に対する法人税額（使途秘匿金の支出の額の40％相当額）の合計額を記載してください。

１１．「2以上の市町村に事務所又は事業所を有する法人における課税標準となる法人税額及びその法人税割額⑥」の欄は、2以上の市
町村に事務所等を有する法人が記載し、一の市町村にのみ事務所等を有する法人は記載する必要はありません。
この場合において、「課税標準」の欄は、「課税標準となる法人税額及びその法人税割額⑤」の欄の金額を「当該法人の全従業者数
㉓」の欄の数値で除して得た額（この数値に小数点以下の数値があるときは、小数点以下の数値のうち「当該法人の全従業者数㉓」の
欄の数値のけた数に1を加えた数に相当する数の位以下の部分の数値を切り捨てます。）に、「当該市町村分の従業者数㉔」の欄の数
値を乗じて得た額を記載してください。

１２．「既に納付の確定した当期分の法人税割額⑬」の欄は、当期分の法人税割額として既に納付の確定した法人税割額（確定申告に

あっては中間（予定）申告書に係る税額、修正申告にあっては修正申告前の申告又は更正・決定に係る税額）を記載してください。

１３．「既に納付の確定した当期分の均等割額⑱」の欄は、当期分の均等割額として既に納付の確定した均等割額（確定申告にあっては
中間（予定）申告書に係る税額、修正申告にあっては修正申告前の申告又は更正・決定に係る税額）を記載してください。

１４．「⑳のうち見込納付額㉑」の欄は、法人税法第75条の2第1項（同法第144条の8において準用する場合を含みます。）の規定により
法人税の確定申告書の提出期限が延長されている法人が市町村民税につき申告書の提出前に納付した金額を記載してください。

１５．「当該市町村分の均等割の税率適用区分に用いる従業者数㉕」の欄は、その算定期間の末日現在における事務所等又は寮等の
従業者の数を記載してください。この場合において、その算定期間の中途において新設又は廃止された事務所等にあっても、その算定
期間の末日現在における従業者の数を記載してください。

≪「課税標準」及び「税額」の端数処理について≫
⑤及び⑥の「課税標準」の欄の記載にあたっては、この金額に1,000円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てし、この全額
が1,000円未満であるときはその全額を切り捨てしてください。

⑫、⑬、⑮、⑰～⑳の「税額」の欄の記載にあたっては、この金額に100円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てし、この全


